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株式会社資生堂による当社株式の取得に関するお知らせ 
 

下記の通り、株式会社資生堂による当社株式の取得が行われましたのでお知らせいたします。 

記 

1. 背景及び目的 

当社は、女性向け情報雑誌「オズマガジン」を中心に、フリーマガジンの発行や書籍事業を行って

おります。出版社という枠にこだわらず、従前より女性向け WEB サイトの運営を始め、その後モバ

イルサイト、スマートフォンアプリなどの運営もしております。特に女性向けポータルサイト「オズ

モール」においては現在では会員数 130 万人を超える人気サイトに成長しております。同サイトで

は、憧れのホテルやサロンをリーズナブルに利用できる「8,800 円のプレミアム予約」などのコンテ

ンツが人気です。当社はこのようなサイト運営から「ユーザーとリアルな店舗を結ぶ WEB コンテン

ツの提供」や「様々な施設とサービスを組み合わせて新たな価値を生み出す」事を得意としており、

そのノウハウを保有しております。 

 

一方、株式会社資生堂（東京証券取引所市場第一部上場、証券コード 4911、以下「資生堂」とい

います。）では、WEB を活用した「新制度品ビジネスモデル」の確立に取り組んでおり、その一環

として美と健康に関する企業と専門家によるコラボレーションサイト「Beauty&Co.(ビューティー・

アンド・コー)」や WEB を活用した総合美容サービス「watashi+（ワタシプラス）」を 2012 年 4 月

よりスタートする予定となっております。資生堂はすでに「新制度品ビジネスモデル」の確立にむけ、

当社との WEB マーケティングに関する協働取組みもスタートしております。 

 

このような両社は、以前よりコラボレーションした WEB コンテンツ企画や、資生堂が運営するビ

ューティーサロンへの送客サービス等の共同企画を実施してまいりました。今回、資生堂が始める

WEB を活用した新ビジネスモデルの確立に向けて、WEB マーケティングに関する協働取組みをよ

り強固にする事を目的とし、今般、業務提携を主旨とした基本合意書を資生堂との間に締結させてい

ただきました。また、その合意をより強固にするものとして当社の株式を資生堂に取得していただく

事が決定されました。 



当社としましても、国内外のビューティーカテゴリーにおいて圧倒的なブランド力を保有し、女性

に対して高い訴求力をもつ資生堂との業務提携及び同社による当社株式の取得は、当社事業発展のた

めにも大きなアドバンテージ、そして「オズモール」ひいては当社のイメージアップにつながるもの

と考えております。 

 

2. 本件株式取得について 

資生堂が取得した当社株式の内容は以下の通りです。 

取得株式数：普通株式 480 株（当社発行済株式 19,200 株に対する割合 2.50%） 

取得日：平成 24 年 3 月 22 日 

取得価格：取得価格総額 94,032,000 円（一株あたり 195,900 円） 

取得方法：J-NET 市場取引による取得 

当社グループ会社であるスターツホーム株式会社（東京都江戸川区西葛西 6-18-10 ＳＫセント

ラルビル４階、以下「スターツホーム」といいます。）及びスターツ商事株式会社（東京都江戸川

区中葛西 3-37-4、以下「スターツ商事」といいます。）より、スターツホームが株式 328 株を、ス

ターツ商事が株式 152株を J-NET市場取引により売却価額総額 94,032,000円（1株あたり 195,900

円）で本日売却した旨の報告を受けております。 

資生堂からは取得した株式においては長期間保有する意向を聴取しております。尚、本株式取得

は、当社発行済み株式の増加や資金調達となるものではなく、また、当社は資生堂の株式を取得す

る予定はありません。 

 

3. 資生堂について 

（１） 名 称 株式会社資生堂 

（２） 所 在 地 東京都中央区銀座七丁目５番５号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役執行役員社長    末川 久幸 

（４） 事 業 内 容 国内化粧品事業、海外化粧品事業、その他の事業など 

（５） 資 本 金 645 億円（平成 23 年３月 31 日現在） 

（６） 創 業 明治５年 

 

4. 今後の見通し 

本件が当社の平成 24 年 12 月期の業績に与える影響は軽微ですが、将来における当社の事業拡大に

貢献していく事象であると考えております。 

 

以上 


